

























1. 博士論文目次 ............................................................. 2 
2. 論文要旨 ................................................................. 7 
2.1. 問題の所在 ........................................................... 7 










第一章 インターネットと ISP 
 第一節 はじめに 
 第二節 ISP の定義 
 
第二章 日本における ISP に対する責任 
 第一節 はじめに 
 第二節 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する
法律 
  一. 立法経緯 
  二. プロバイダ責任制限法の概要 
   一）第 2条 定義  
   二) 第 3 条 損害賠償責任の制限 
   三) 第 4 条 発信者情報の開示請求等 
  三. プロバイダのガイドライン 
 第三節 著作権侵害事例  
  一.  「ファイルローグ」事件 東京高裁 2005 年 3 月 31 日（著作権侵害差止等請求
控訴事件） 
   一) 事実の概要 
   二) 判示 
   三）検討 
  二. 「ウィニー」事件 京都地裁 2006 年 12 月 13 日（著作権法違反幇助被告事件） 
   一) 事実の概要 
   二) 判示 
  三. 若干の考察 
 第四節 名誉毀損事例 




   一) 事実の概要 
   二) 第一審判決 
   三) 判示 
   四）検討 
  二. 「ヤフー・医療法人」事件、東京地裁 2003 年 3月 31 日判決（損害賠償請求事件） 
   一) 事実の概要 
   二) 判示 
   三）検討 
 
第三章 韓国における ISP に対する責任 
 第一節 はじめに 
 第二節 ISP に関する法制度 
  一. 電気通信事業法 
  二. 情報通信網法 
 第三節 著作権法 
  一. はじめに 
  二. 韓国の著作権法における ISP 責任に関する沿革 
   一) 第 11 回改正（一部改正、2003 年 5月 27 日） 
   二) 第 14 回改正（全文改正、2006 年 12 月 28 日） 
  三. 2009 年 4月 22 日の第 17回改正（一部改正） 
   一) 背景と理由 
   二) 第 17 回改正における主な内容 
   三) 第 17 回改正における ISP の責任に対する若干の考察 
  四. 2011 年 6月 30 日の第 19回改正（一部改正） 
   一) 背景と理由 
   二) 第 19 回改正における主な内容（第 102 条の改正内容を中心に） 
   三) 韓米 FTA における ISP の責任に対する諸問題（第 19回改正） 
 第四節 著作権侵害事例 
  一. 「ソリバダ」事件、大法院 2007 年 1 月 25 日宣告 2005 ダ 11626 判決（仮処分異
議） 
   一) 事実の概要 
4 
 
   二) 判示 
  二. 「ソリバダ」事件、大法院 2007 年 12 月 14 日宣告 2005 ド 872 判決要旨（著作権
違反） 
  三. 「ソリバダ」判決における検討 
  四. 「ナウフィルム(ウェブ・ストレージ型)」事件、ソウル中央地方法院 2008 年 8
月 5 日宣告ザ 2008 カハップ 968 決定（著作権侵害禁止仮処分） 
   一) 事実の概要 
   二) 判決要旨 
   三) 検討 
 第五節 名誉毀損事例 
  一. 「ハイテル公開掲示板」事件、大法院 2001 年 9月 7日宣告 2001 ダ 36801 判決（損
害賠償） 
   一) 事実の概要 
   二) 判示 
   三) 検討 
  二. 「ポータル・サービス」事件、ソウル中央地方法院 2007 年 5 月 18 日宣告 2005
ガハップ 64571（損害賠償） 
   一) 事実の概要 
   二) 判決要旨 
   三) 検討 
 
第四章 アメリカにおける ISP に対する責任 
 第一節 コモン･ロー理論 
  一. はじめに 
  二. 直接責任（Direct Liability） 
   一) Playboy Enterprises Inc. v. Frena、839 F. Supp. 1552(M.D. Fla. 1993) 
  三. 寄与責任（Contributory Liability） 
   一) Sony Corp. of America v. Universal City Studios, Inc., 464 U.S. 417(1984) 
   二) Sega Enterprises Ltd. V. Maphia、857 F. Supp. 679(N.D. Cal. 1994) 
   三) A&M Records, Inc. v. Napster, Inc., 239 F.3d 1004(9
th
 Cir, 2001) 
   四) Gerswhin Publishing Corp. v. Columbia Artists Management, Inc.事件 
5 
 
  四. 代位責任（Vicarious Liability） 
   一) SHAPIRO, BERNSTEIN & CO., Inc., et al. v. H. L. GREEN COMPANY, Inc., 
JALEN AMUSEMENT COMPANY, Inc.,（316 F.2d 304 (2d Cir. 1963)） 
   二) Religious Technology Center v. Netcom Online Communication Services. 
Inc.& Dennis Erlich907 F. Supp. 1361(N.D. Cal. 1995) 
   三) Perfect 10, Inc. v. Google, Inc., 416 F. Supp. 2d 828(C.D. Cal. 2006) 
  五. 若干の考察 
 第二節 DMCA 
  一. はじめに 
  二. DMCA の構成 
  三. Online Copyright Infringement Liability Limitation Act（512 条（a）～（d）） 
   一) 一時的な（経路的な）デジタル・ネットワークの通信（§512（a）） 
   二) システムのキャッシング（§512（b）） 
   三) 利用者の指示によってシステムかネットワーク上で残っている情報の貯蔵
（§512（c）） 
   四) 情報検索道具（§512（d）） 
  四. 侵害者の特定するためのサピーナ（subpoena、512 条（h）） 
  五. 若干の考察 
 第三節 名誉毀損事例 
  一. はじめに 
  二. 発行者と頒布者の区分 
  三. 発行者としての責任 
   一) Stratton Oakmont, Inc. v. Prodigy Servs. Co. 23 Media L. Rep. (BNA) 
1794(N.Y. Sup. Ct. May 25 1995) 
  四. 頒布者としての責任 
   一) Cubby, Inc. v. CompuServe Inc. 776 F. Supp. 135(S.D.N.Y. 1991) 
  五. 「よきサマリア人」条項（連邦通信品位法 230 条（c）） 
   一) Zeran v. American Online. Inc., 129 F. 3d 327(1997) 
  六. 若干の考察 
 
第五章 ISP の責任に関する国際私法上の諸問題 
6 
 
 第一節 はじめに 
 第二節 ISP の責任制限と準拠法問題 
 第三節 ISP と権利者との準拠法問題 
  一. 不法行為の準拠法 
  二. インターネットにおける結果発生地の解釈 
   一) 発信地国法説 
   二) 受信地国法説 
   三) 最密接関係地法説 
 第四節 ユビキタス侵害における知的財産権侵害の準拠法 
  一. ALI 原則 321 条 
  二. EMPG の CLIP 原則 3：603 条 
  三. 「知的財産権に関する国際私法原則」（日韓共同提案）306 条 
  四. 検討 
 第五節 ISP に対する最も密接な関係を有する地の国に関する若干の考察 










































                                                  
1
 木棚照一「国際知的財産権紛争の国際裁判管轄権と準拠法－最近の判例における属地主義
の原則との関連における展開を中心に－」特許研究 No.38（2004 年）4 頁、同「サービス・
プロバイダーの法的地位と責任」著作権研究 No.28（2001 年）100 頁 
2
 酒匂一郎著『インターネットと法』（信山社、2003 年）1 頁以下参照。 
3



















                                                                                                                                                 

















第一章 インターネットと ISP 
 インターネットと ISP に対する概念を整理し、とりわけ、日本と韓国及びアメリカの実
質法における ISP に対する用語を検討し、本論文における用いられる ISP という概念を明
らかにする。 
 
第二章 日本における ISP に対する責任 
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 これは、韓米 FTA の交渉においても、アメリカは自国の IT 産業保護を優位にするため、
通商の圧力をもかけている状況である。それで、韓米 FTA の批准に難航している原因の一
つとなっている。さらに、現在において、韓国はアメリカとだけではなく、EU との FTA も
絡んでいる
21
。そのため、韓国はできる限り、ISP の責任問題につき、アメリカや EU の双方
に適う法律を目指して、努力している。 
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第四章 アメリカにおける ISP に対する責任 
 アメリカ著作権法
33




年の改正を経て成立した 1976 年の著作権法が現行の著作権法である。 
 とくに、著作権法には、特許法における積極的誘引行為や寄与侵害行為を規律する条文
は直接には存在しない。しかし、明文の規定がなくても、判例法上、一定の要件の下で、
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第五章 ISP の責任に対する国際私法上の諸問題 
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 一方、韓国の国際私法では、32 条 1 項において「不法行為はその行為が行なわれた地の
法による」としている。しかし、著作権侵害のような知的財産権の保護に対して特側を設
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 高杉直「法適用通則法における不法行為の準拠法―22条の制限的な解釈試論」ジュリ 1325
号(2006 年)55 頁 
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 第 19 条（名誉または信用の毀損の特例） 
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段等も含めて、ISP とその ISP が提供しているサービスの利用環境などを総合的に考慮し、
利用対象国地を決めるべきであろう。 




































 さらに、直接な侵害者ではない限り、その ISP の責任を軽くする国の法を準拠法とし、
たとえば、上記のような連結点を選択的に適用するのも考えられる。しかしながら、この
点も、今日における ISP は、少なくとも、自らのサービスにおいて利用者による不法行為
が生じうることをある程度の認識し、そのような責任を軽減あるいは免責のため、サービ
スの対象国地における ISP に対する責任制限法の下で、事業を営む。したがって、このよ
うなインターネットの利用事情などを考慮すると、できる限り、ISP の責任問題につき、柔
軟な解決を向け、段階的に解決した方が望ましいことであると考えられる。そうすると、
ISP と権利者の間の責任問題は、どこの国の法によって解決すべきかが問題になる。その場
合、上記のような一つのルールを用いて、解決するこもできると考えられる。 
 
 
 
以上 
 
